


































要旨 

働く女性の母性保護に関し、現状の問題点を分析し、今後の保護のあり方を検討するため

に、平成 4年度の本調査に先がけ、母性保護に対する意識と、ソーシャル・サポートにつ

いてパイロットスタディを行った。 

母性保護についての意識は、その必要性を認めているものが 4割と少なく、地域では農村

地域に、性別では男性に、年齢では高齢者に保護の必要性を認めないものが多かった。 

就労と育児についての意識調査においては、現在就労していない女性でも、半数以上は就

労の希望があるが育児・家事で余裕がなく就労をあきらめているものが過半数を占めてい

た。就労の条件としては、税制の優遇・児童手当ての増額・育児休業中の給与の保障など

の制度の改善を求める声も大きかったが、夫や家族のサポートや男性の意識改革を望む声

も多かった。 

ハイリスク育児のサポートを考えるために、多胎児育児のソーシャル・サポートについて

文献および情報収集を行った。 

小児虐待の発生率は、日本も米国でも多胎児は単胎児の 7倍以上を占め、サポートの必要

性が示唆された。デンマークのソーシャル・サポートに比べ、日本は母親らの自助努力に

よるところが大きい。 

働く妊婦のソーシャル・サポートは、親族によるところが大きい。友人からのサポートの

質は、同じ体験を得たもの同志の共感・評価・比較において大であった。 


